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【論文要旨】
　本稿は定式配賦方式を用いて課税ベースを国家間へ配分する仕方を考究することを目的とする。
　1では課税ベースを国家間に配分するために重要な役割を果たしている独立会計に関して考察し
ている。まず，独立会計が独立企業原則と独立企業間価格とどのような関係にあるかを明確にして
いる。そして次に，独立会計の問題点を指摘している。
　1では独立会計に代わる方法として定式配賦方式に関して理論と制度の両面から考察している。
理論的にはマスグレイブが提言した3つのフォーミュラを取り上げ，さらにこれまでに考案され
た定式配賦方式のいくつかの形態に関して検討している。制度的にはアメリカ合衆国の複数の州で
採用されているユニタリータックスに関して考察した上で，ユニタリータックスを国際的に適用す
る際の問題点を指摘している。そして，PS法とユニタリータックの比較検討を行っている。
　皿ではEUにおける定式配賦方式の導入に向けた動きを検討している。近年，　EUはその加盟国
間において課税ベースを統一的に配分するために定式配賦方式に注目している。そして最後に，こ
うした動きを踏まえ，さらに定式配賦方式のメリットとデメリットを考慮した上で，定式配賦方式
の将来的なあり方を模索している。
【キーワード】課税ベースの国家間の配分，独立会計，企業間の関連性，定式配賦方式，ユニタリ
　　　　　　　ータックス
はじめに
　「なぜ各国は移転価格問題を処理しようとするのか」こんな基本的な問題が今再び頭に浮かぶ。
これまでは，移転価格問題は租税回避との関係から論じられてきた。多国籍企業は各国の税率格差
を利用して租税負担の削減に努め，その際に利用されるのが移転価格であると考えられてきた。こ
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の場合，移転価格税制の目的は租税回避の防止であり，これは国内的な視点から見た目的であった。
　しかし今日状況は大きく変わった。これまで以上に各国間の関係が密接になった今日では移転価
格税制は租税回避の防止という国内的な目的だけではなく，課税ベースの国家間の配分という国際
的な目的も達成しなければならない。原則としては，移転価格によって歪められた課税ベースの国
家間の配分は独立会計（separate　accounting）を用いて是正されるが，経済社会および企業活動の
複雑多様化が進展する中で独立会計を用いて移転価格問題を処理することが困難になりつつある。
　独立会計に代わる方法として定式配賦方式がある。定式配賦方式のもとでは企業グループ内の関
連事業は単一事業として扱われ，ある基準に基づき課税ベースは国家間に配分される。現在，アメ
リカ合衆国において州法人税に対しては定式配賦方式を基礎とするユニタリータックスが適用され
ている。また近年では，EU域内において定式配賦方式の導入に向けた動きがみられる。独立会計
により課税ベースを国家間に適切に配分するのが困難な場合には，この定式配賦方式を代用するの
は良策かもしれない。
　本稿では，こうしたことを踏まえ，まず独立企業原則と独立企業間価格が独立会計とどのような
関係にあるのかを考察し，その後に独立会計の問題点を検討する。次に，定式配賦方式を理論と制
度の両面から考察する。そして最後に，定式配賦方式の導入に向けた最近の論議を検討した上で，
定式配賦方式の将来的なあり方を模索する。
1．独立会計による移転価格問題の処理
1．独立企業原則，独立企業間価格，独立会計の関係
　現在，移転価格税制が基礎とするのは独立企業原則である。独立企業原則の正式な解釈は
OECDモデル条約第9条第1項に記載されており，その条約の中で独立企業原則に従う場合には
独立企業間の条件が基礎となり，その条件に従った取引あるいは課税は公正であると規定されてい
る1。移転価格税制ではこの独立企業原則を基礎として，関連者間取引を独立企業が行った取引の
ように装うことで公正な税務処理ができると考えられている。そのため，移転価格税制では移転価
格問題を処理するために関連企業を独立企業のように扱うことが必然的に要求される。
　独立会計は移転価格税制のこの要求をみたすために必要となる。独立会計は，個別の企業の会計
データに基づく会計処理に着目し，会計面から企業グループに属する関連企業をその企業グループ
とは関係のない個別の独立企業として処理する。見方をかえると，独立会計を用いることで独立企
業が行う会計処理と同様の会計処理を関連者間取引に適用することが可能となる。したがって，移
転価格税制は，移転価格問題を処理する上で関連企業を個別の独立企業のように扱うために，この
ような独立会計に基づく必要がある。
　また，関連企業を独立企業のように扱うことは，当該取引において独立企業であれば設定したで
あろう価格，すなわち独立企業間価格を算定する上でも必要である。独立企業間価格を算定する方
法として現在適用が認められているのは，独立価格比準法，再販売価格基準法，原価基準法（基本
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三法）である。基本三法の内容をみると，いずれの方法も独立企業が行った取引を独立企業間価格
算定のための重要な要素とする。そのため，独立会計に基づき関連企業を独立企業のように扱うこ
とで，関連企業が行った当該取引は独立企業が行った取引であるかのように装われ，独立企業間価
格は独立企業が設定したであろう価格に近似することになる。
2．独立会計が抱える問題点
　現在は移転価格問題を処理する上で重要な役割を果たす独立会計であるが，企業間の関連性を無
視するという問題を抱えている2。企業グループに属する企業と企業との間であれば，その間に関
連性があるのは当然である。それにも関わらず，独立会計は企業グループに属する各企業を個々の
独立した非関連企業であるかのように処理するので，独立会計が企業形態の実情を適切に捉えてい
るとは言い難い。例えば，親会社と子会社のように企業グループ内で垂直的統合が成立する場合
に，親会社が子会社の製造した製品を販売したとすると取引費用の節減が可能となるであろう。ま
た，親会社と関連企業が水平的統合した場合には，生産の大規模化による規模の経済性や競争抑制
効果が生じると考えられる。しかし，独立会計ではこのような企業形態がもたらす効果は考慮され
ない。
　また派生的問題として，企業グループ内の事業の本質を独立会計が正確に捕捉しないことも問題
である。独立会計では企業グループ内の各事業は独立企業が行った個別の事業であるかのように処
理される。確かに，このことは市場に近い状態で移転価格問題を処理するためには重要である。し
かし，この場合，企業グループ内の事業と事業との間の関連性は無視されるために，企業グループ
内の当該事業の本質が適切に捕捉されるとは言い難い。その一方で，定式配賦方式では企業グルー
プ内の関連性のある複数の事業が単一事業（unitary　business）として処理されるため，その事業
間において生じる関連性が包括的に反映され，その結果，企業グループ内の事業の本質が正確に捕
捉されると期待できる。
　将来的には，企業間の関連性は一層高まると予想される。そんな状況の中で，独立会計のように
企業間の関連性を無視するのは問題である。企業間に関連性があるならば関連性があるように処理
することが望ましい。
皿．定式配賦方式の国際的な利用
　独立会計による処理に問題があるならば定式配賦方式によるのも一つの選択肢である。現在アメ
リカ合衆国において州間の移転価格問題にだけ定式配賦方式が適用されているが，独立会計では処
理不可能な難解な移転価格問題が生じると定式配賦方式の国際的な利用がしばしば検討される。そ
こで，本節では，定式配賦方式を理論的に考察した上で，その具体例としてアメリカ合衆国のユニ
タリータックスに関して考察する。
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1．　定式配賦方式に関する提言
　（1）P・Eアプローチと活動アプローチ
　理論的には，課税ベースを国家間に配分する方法としてP・Eアプローチと活動アプローチがあ
る。P・EアプローチではP・E（恒久的施設）が存在すると判断された国に対してのみ課税ベー
スが配分される3。他方，活動アプローチでは，多国籍企業によって遂行された利益追求活動を根
拠として国家間に課税べ一スが配分される4。この区分によると，独立会計はP・Eアプローチに
含まれ，定式配賦方式は活動アプローチに含まれる5。
　まず，前者のP・EアプローチではP・Eが独立実態として機能し，独立企業間の取引のように
関連性がない状況でのみその役割を十分に果たす。その反面，もし仮に企業間に関連性があるとP
・Eアプローチは妥当性を欠き，P・Eの利益は過大過少に評価される危険性があり，そのため課
税ベースは国家間に適切に配分されない可能性が高まる6。企業間に関連性があり，その関連性が
高ければ高いほど，活動アプローチに基づいて課税ベースは国家間に配分される必要がある。とい
うのは，活動アプローチは，経済的に意義のある一貫した方法で各企業の貢献の程度を反映するよ
うに企図されているからである7。
　したがって，企業間に関連性がある状況では，P・Eアプローチよりも活動アプローチの方が有
効である。言いかえると，企業間に関連性がある場合には，独立会計よりも定式配賦方式を適用す
る方が望ましい結果が期待できる。そのため，マスグレイブ（P．　B．Musgrave）は，独立会計で
は企業間の関連性を反映して課税ベースを国家間に配分することは不可能であるが，定期配賦方式
のようなアプローチではそれが可能であると結論づけている8。
　（2）3っのフォーミュラ
　活動フォーミュラは，便益フォーミュラ，要素所在フォーミュラ，利益源泉フォーミュラの3つ
にさらに細別される9。
①便益フォーミュラ
　便益フォーミュラは，国家は外国企業に提供する経費削減サービスの対価として税をその外国企
業に課す権限を有するという概念に基づく。このフォーミュラは内国税の課税根拠となる応益説を
国際課税に転用したものと考えられる。
②要素所在フォーミュラ
　要素所在フォーミュラは，自国国境内に物理的に所在する生産要素に生じた収益に課税する権限
が国家にはあるという観念にその根拠がある。すなわち，要素所在フォーミュラによると，所得
（課税ベース）は生産要素が所在する国に配分される。
③利益源泉フォーミュラ
　利益源泉フォーミュラは，国家間の利益配分は利益産出活動に占める各国の割合を基準とすべき
である，という見解に基づく。
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　この3つのフォーミュラうち，利益源泉フォーミュラが後述するアメリカ合衆国のユニタリー
タックスの基礎となった定式配賦方式である。理論的には，マスグレイブは，生産要素に係る収益
の配分には市場の需要と供給の両面が反映されるべきであると主張している10。アメリカ合衆国の
ユニタリータックスでは，この主張に基づき，市場の需要面を反映する売上と，その供給面を反映
する資産と給与を要素として課税ベースが配分される。
2．定式配賦方式の諸形態
　定式配賦方式と一概に言ってもその配賦定式に含まれる要素や配賦方法によりその形態は異な
る。これまでに以下のような定式配賦方式が提言された11。
　（1）三要素型配賦方式
　三要素型配賦方式はアメリカ合衆国の複数の州で採用されているものと同型の方式である。この
方式では，給与，資産，売上という3つの要素を配賦定式の要素（配賦要素）として用いる。こ
の方式で注意すべきは，給与，資産，売上の比率を自国に有利に変更できる点である。つまり，労
働集約国では給与に対する比率を高めることで自国により多くの課税ベースが配分され，資本集約
国では資産に対する比率を高めることで課税ベースが他国より多く配分され，またハイテク産業国
であれば知的財産などの無形資産を配賦要素に加えることを検討するはずである12。このように配
賦要素を操作できることは税制の中立性の阻害要因となる可能性があり，課税ベースの配分を歪め
る危険性がある。
　（2）修正配賦方式
　修正配賦方式では，企業グループの製造部門の合算利益が2段階に分けて配分される。すなわ
ち，第1段階として独立企業間の取引であれば生じると考えられる計算可能な利益を超える残余
利益が算定され，第2段階として以下のような配賦定式によりその残余利益が配分される13。この
場合，資本と売上が配賦要素として利用される。
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　この定式で，PJは関係各国に配分される残余利益であり，1）Tは企業グループの製造部門の合算
利益である14。また，KRは企業グループの製造部門で使用される総資本に対する当該関係国で使
用される資本の比率であり（資本比率），SRは製品の総売上高に対する当該関係国におけるその
製品の売上高の比率（売上比率）である15。要するに，この配賦定式では・イソプット要素とマーケ
ット要素を用いて残余利益が配分される16。このように，この仕組みをみる限り，この修正定式配
賦方式は独立企業原則に基づくPS法に酷似した方法である。
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　（3）売上配賦方式
　売上配賦方式は三要素型配賦方式の改良型といえる。この売上配賦方式は企業グループの売上だ
けを配賦要素として課税ベースを国家間に配分する方式である17。この方式が売上だけを配賦要素
とし給与と資産を含めない理由は，給与と資産を含めた場合，雇用と投資にその影響が生じると考
えられるからである18。つまり，もし仮に，給与を配賦要素とすると企業は低税率国で労働集約的
な製造活動を行う可能性があり，また資産を配賦要素とする場合にも企業は低税率国に投資する可
能性がある。このような配賦要素の可動性は税制の中立性の観点からすると望ましいことではな
い。そのため，この方式では税制の中立性を確保し，課税ベースを国家間に効率的に配分するため
に売上だけが配賦要素とされる。
　（4）NAFTA配賦方式
　NAFTA配賦方式はNAFTA　3力国における課税ベースの配分を念頭においた方式である。こ
の方式によれば，まずNAFTA　3力国間の取引に係る企業グループの製造販売から生じた所得の
半分が製造国に配分され，次にその残りの半分が販売国に配分される19。この方式の特徴はその適
用をNAFTA　3力国に限定した点である。定式配賦方式の導入には関係各国の合意が必要である
が，適用範囲を限定することで，世界規模で定式配賦方式が利用される場合よりも関係国間での配
賦定式に関する協議が円滑に行われると期待できる。さらには定式配賦方式の導入を現実的なもの
として考えることができる。その上，NAFTA配賦方式のような方式によれば当該税制は簡素化
され，結果的に租税回避の防止につながると期待できる20。
　これらの定式配賦方式のうち実際に適用されたことがあるのは三要素型配賦方式だけである。し
かしながら，将来的な定式配賦方式のあり方を考えると他の3つの定式配賦方式にも検討すべき
点は十分にある。例えば，第1に修正配賦方式のように計算可能な利益とそれ以外の利益を区分
して，計算可能な利益以外の配分が困難な利益にだけ配賦定式を適用することや，第2に売上配
賦方式のように，租税の中立性を阻害しない，企業活動を的確に捕捉するような配賦要素を使用す
ることや，第3にNAFTA配賦方式のようにその適用範囲を限定することなどは定式配賦方式を
将来適用する場合には検討されるべきであろう。
3．定式配賦方式の利用可能性
　確かに，マスグレイブが提言するように理論的には定式配賦方式は独立会計に代わる方法として
期待できる。しかしながら，定式配賦方式の利用可能性を考えると，定式配賦方式に関して
OECDが反対しているのはその利用に対する大きな障害である。
　OECDが定式配分方式に反対する理由をみると，その一つが経済的二重課税問題である。
OECDは，定式配賦方式を適用した場合，各国が自国の課税ベースの確保に奔走する限り経済的
二重課税の問題は回避できないと指摘している21。定式配賦方式では，資産，給与及び売上などを
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要素とする定式に基づき関係各国に企業グループの所得を配分するため，当該関係各国は自国の課
税ベースが他国よりも多くなるような配賦定式を望むはずである。そのため，この望みが達成され
ない場合には定式配賦方式の現実的な適用は不可能に近いと考えられる。もし仮に定式配賦方式が
適用されたとしても，関係各国が当該配賦定式を承認しない限り経済的二重課税は回避できないで
あろう。
　また，定式配賦方式の利用にあたっては，事前に定められた配賦定式が恣意的であるため，市場
の状況，企業特有の状況などを無視することから，その取引に係る特定の事実と関連のない利益が
関係各国に配分される可能性が指摘されている22。具体的には，資産，給与及び売上などを配賦要
素とする配賦定式は，機能，資産，リスク及び効率性の差異などに関わらず，その配賦要素に応じ
て機械的に企業グループの所得が関係各国に配分されるので，独立企業であれば赤字になるような
企業にまで利益が発生する可能性がある。そのため，定式配賦方式による場合には，課税ベースが
関係各国に適正に配分されない可能性が高い。
　さらに，もう一つの問題点は為替変動への対応である23。定式配賦方式では為替変動の影響をう
けるために新たな問題を引き起こす可能性がある。例えば，A国の通貨がB国の通貨に対して強
い場合に，費用を基準とした定式を利用したケースを考える。この場合，その為替変動は人件費に
反映されA国における人件費が高まるため，費用を基準とした定式のもとでは，B国よりもA国
に企業グループの所得が多く配分されることになる。したがって，この例のように定式配賦方式の
もとでは，為替変動が企業グループの所得の配分に反映され，結果として，通貨の強い国に過大な
課税ベースが配分され，通貨の弱い国には過少の課税ベースが配分される危険性がある。
　このようにOECDは定式配賦方式の問題点を指摘しその国際的な利用に対して反対している。
OECDは国際機関としてその加盟国に多大な影響を与えるので，　OECDが定式配賦方式に反対す
る限り，その加盟国も定式配賦方式には反対の姿勢をとるはずである。その結果，定式配賦方式が
国際的に利用される可能性は低いと考えられる。したがって，定式配賦方式の利用可能性を高める
ためには，OECDが定式配賦方式賛成に方向転換することを期待するほかない。
4．　アメリ力合衆国が利用する定式配賦方式
　（1）州間のユニタリータックス
　定式配賦方式を世界的に認知させたのは，アメリカ合衆国のカリフォルニア州で適用されたユニ
タリータックスである。ユニタリータックスとは，定式配賦方式を基礎とし，複数の州で事業を展
開する関連企業を単一の事業体と仮定して，この事業体の所得を各州に一定の基準に基づいて配分
する方式である。
　ユニタリータックスは，1870年代に，鉄道事業や運送業を営む法人に課された資産税を州間で
配分する方法から誕生した24。この当時，当該州に配分される資産税を算定するために，法人全体
が一つのユニットと考えられ，その法人全体の価値に対して，路線距離の全体に対する州内に存在
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する路線距離の割合を乗じる方法が採用された。その後，1911年にウィスコンシソ州で法人所得
税が採用されて以来この方法は法人所得税にも適用され，ユニタリータックスがこの時に誕生した。
　こうして誕生したユニタリータックスは，企業グループ内の事業における課税問題にも有用であ
った。親会社，子会社が各州に点在する場合，その企業グループ内の事業における価格が操作され
ることで，各州の課税ベースとなる所得も操作され，最終的に，納税すべき州法人税が操作される
ことになるので，このような事態を防止するためにユニタリータックスが有用であると考えられた。
　（2）世界的ユニタリータックス
　その後，ユニタリータックスはその適用範囲を国内から世界に拡大させることが検討された（世
界的ユニタリータックス）。この世界的ユニタリータックスでは，国際的なユニタリービジネスに
含まれる企業グループの所得（課税ベース）を合算し，次の計算式によりその課税ベースを国家間
に配分することが要求された。
全世界所得・ｮ纒産・米塁灘空占高・米塁講磐÷・（州法人税率）
　このような世界的ユニタリータックスに対してアメリカ連邦政府は反対の立場をとった25。その
理由は，州政府がユニタリータックスによって外国関連企業の外国源泉所得を合算し，課税ベース
に含めることは州政府が外国源泉所得に課税することを意味しており，このことは連邦政府と州政
府による二重課税をもたらす危険性があるからであった。またアメリカ連邦政府が，タックスフォ
ース（作業委員会）を設置してユニタリータックスの是非について聴聞会を開いた際には，その席
上で日本政府もまた反対の立場をとり，ユニタリータックスは二重課税の原因となる危険性がある
ので日本企業の対米投資意欲をそぐものと指摘した。
　一方，州政府側は，世界的ユニタリータックスは単に国内的ユニタリータックスの適用範囲を世
界的に拡大したものと捉え，世界的ユニタリータックスに対して賛成の立場をとった。この時，州
政府は独立会計に対して反論することで，世界的ユニタリータックスの有用性を主張した。また，
世界的には依然として独立会計が合理的であり，定式配賦方式による合算課税は非合理的であると
いう風潮にある中で，1994年にクリソトン政権が，係争中の関連事案に範囲を限定したものでは
あったが，世界的ユニタリータックスの容認を求める趣意書を司法当局に提出している26。
　（3）国際的に利用されないユニタリータックス
　ユニタリータックスに類似した方法にPS法がある。簡単に説明すると，　PS法は関連者間取引
において生じた合算利益をある基準により各関連企業に分割する方法である。現在アメリカ合衆国
では残余利益分割法と称されるPS法の利用が認められている。残余利益分割法では，第1段階と
して，関連者間取引から得られた合算利益のうち基本的利益が各関連企業に分割され，第2段階
として，基本的利益の分割後に残った残余利益が相対的貢献度に応じて各関連企業に分割される。
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　このようにユニタリータックスはPS法に類似するにも関わらず，法制上，　PS法の利用は国際
的に認められているのに対して，ユニタリータックスの国際的な利用が認められないのはなぜであ
ろうか。この理由は3つあると考えられる。第1に，皿3で述べた通り，定式配賦方式の利用を
OECDが認めないことはユニタリータックスが国際的に利用されない一つの原因である27。第2
に，程度の問題ではあるが，ユニタリータックスよりもPS法の方が独立企業に近い状態で利益を
分割することができると考えられている28。第3に，ユニタリータックスではある一定の配賦定式
によるので税務当局が利益分割を干渉することは不可能であるが，PS法のように相対的貢献度に
よる場合には税務当局による利益分割に対する干渉が可能と考えられているからである。
皿．定式配賦方式の導入に向けた動き
1．　EUにおける定式配賦方式の導入
　定式配賦方式は現段階では国際的に認められた方法ではないが，経済社会の複雑多様化，企業活
動の国際化，企業のグループ化が進む中で独立会計により課税ベースを国家間に適切に配分するこ
とが困難になりつつあることを考えると，その概念に新たな課税ベースの配分方法を求める余地は
十分にある。その一つの試みとして，近年，EUにおいて定式配賦方式の導入が検討されている。
　（1）EU加盟国間での課税べ一スの統一的な配分
　2001年10月，欧州委員会は調査研究書r域内市場における法人課税』を公表した29。その中で，
本拠地国課税，共通連結ベース課税，欧州法人税課税，課税ベースの強制的調和化という4つの
方法が示されEU加盟国間における課税ベースの統一的な配分が検討されている30。これらの方法
は，総括的に言及すると，ある統一的な課税ベースの算定法に基づき企業グループの合算課税ベー
スを算定し，それを各加盟国間に配分するためのものである。
　ここで問題は何を基準にして課税ベースをEU加盟国間に統一的に配分するかであるが，欧州
委員会が課税ベースの配分のために課税ベースの算定法と共に定式配賦方式の導入を検討した理由
はこの問題の解決にある。まず，統一的な課税ベースの算定法を用いて合算課税ベースが統一的に
算定されるならば，次の段階としてその課税ベースをEU加盟各国間で統一的に配分するために
定式配賦方式が当然必要である。
　このようにEU加盟国間において課税ベースが統一的に配分されることは移転価格問題の解決
にも有用であると考えられる。もし課税ベースが統一的に配分されたならば，高税率国は税務上魅
力のない国になるため，租税競争を通じて加盟国間の税率は一定の範囲内に収敷すると期待されて
いる31。そのため，EU加盟国間における税率が一定になれば，税率格差を利用して課税ベースを
加盟国間で移転することは無意味となり，最終的には移転価格問題が解決されることになる。
　また，その適用範囲が限定されていることも移転価格問題の解決のために望ましいと考えられ
る。定式配賦方式の利用可能性を考えると，定式配賦方式の諸形態でみたNAFTA配賦方式と同
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じく，定式配賦方式の適用範囲がEU域内に限定されることで定式配賦方式の現実的な利用可能
性は高まると考えられる。そのためEUという限定された範囲内で定式配賦方式の利用が実現さ
れれば，課税ベースの統一的な配分と一定の税率のもとで各加盟国における移転価格問題は解決さ
れると期待できる。
　（2）付加価値を配賦要素とした定式配賦
　EU域内で定式配賦方式を導入する場合，その配賦要素は付加価値にすべきことが検討されてい
る。この場合，付加価値は仕向地原則から原産地原則に調整される必要があるため「原産地原則に
基づく付加価値＝仕向地原則に基づく付加価値＋輸出一輸入＋資本財投資一減価償却費」のような
調整がなされる32。このような調整が必要なのは，当該企業活動の実態に即応して課税ベースを国
家間に配分するためであろう。つまり，「消費」ではなく「生産」に焦点を当て課税ベースは配分
されるべきなので，消費者が財を消費した仕向地ではなく，企業が財を生産した原産地における付
加価値に基づき課税ベースを配分する必要があるからである。
　皿1（2）①でみたようにマスグレイブが提言した便益フォーミュラに基づく場合には国家が提供す
る経費削減サービスから生じた便益に応じて課税ベースが配分される。この便益フォーミュラに基
づけば，欧州委員会が配賦要素として提案している付加価値はその便益に相当すると考えられ，そ
の便益が生み出されるのは仕向地ではなく原産地である。配賦要素である付加価値が仕向地原則か
ら原産地原則に基づくように調整されるのはそのためであろう。この場合，課税ベースは付加価値
（便益）を生み出した国家間で配分される。
　このように付加価値を配賦要素とするメリットは2点ある33。一つは，いずれのEU加盟国も付
加価値税を導入しているため付加価値を配賦要素とすることに問題はない点である。もう一つは，
他の配賦要素に比べ付加価値の他国への移動は困難であるためにその移動による租税回避は制限さ
れる点である。その一方で，付加価値を配賦要素とするデメリットは移転価格操作の余地を残すこ
とである34。つまり，課税ベースの統一的な配分と一定の税率がEU加盟国間で達成されたとして
も，原産地国における付加価値を操作することで課税ベースは他国へ移転される可能性がある。
2．定式配賦方式の将来的展望
　以上のように定式配賦方式が欧州委員会で検討されることは大変意義のあることである。これま
で，EU加盟国では定式配賦方式の導入に対して反対の姿勢をとってきた。それが一転して欧州委
員会がその導入に前向きな姿勢をみせたことは移転価格問題の解決に向けた新たな一歩として期待
することができる。もちろん定式配賦方式の導入には多くの障害があるため簡単に導入できるもの
ではないが，独立会計により独立企業間価格を算定することを移転価格問題の唯一の処理策のよう
に長い間信奉されてきた体制に新たな見解を投入することは重要なことである。
　また，比較対象取引の発見が困難な現状を考えても定式配賦方式の導入は歓迎すべきである。定
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式配賦方式では比較対象取引の発見は必要ないため，比較対象取引の発見が困難な知的財産を含む
無形資産に係る移転価格問題の処理策としても期待できる。一方，有形資産に係る移転価格問題に
関しても，企業活動の複雑化・多様化・差別化の進展に伴い，比較対象取引の発見が困難な状況に
なりつつある中で比較対象取引の発見が不要な定式配賦方式への期待は高まる。
　そこで，こうした状況を踏まえ，将来的には定式配賦方式を「その他の方法」として利用するこ
とを提言する。現在は基本三法が適用できない場合にはPS法やCPMなどの第四の方法の適用が
法的に認められているが，「その他の方法」は基本三法及び第四の方法が適用できない場合に限り
適用することを検討してはどうだろうか。つまり，適用順位を設けその最下位に「その他の方法」
として定式配賦方式を位置付けるのである。この場合には定式配賦方式の適用に関して関係各国の
合意が必要不可欠となるが，この問題は関係国間の相互協議により解決されるであろう。
　「その他の方法」として定式配賦方式を適用する場合にも経済的二重課税の問題が潜在するが，
この問題に関しても関係各国の相互協議により回避できるであろう。例えば，仮に関係国が定式配
賦方式の適用に合意したとしてもその配賦定式や配賦条件などに関して合意がなされなければ経済
的二重課税は生じてしまう。しかし配賦定式や配賦条件などに関しても事前に関係各国間で相互協
議が行われれば経済的二重課税は回避されるはずである。この場合には企業と税務当局が移転価格
に関して協議するAPAの併用が有効であろう。
　このように定式配賦方式には解決すべき問題がある。しかし企業グループ内で行われた関連性の
ある事業を単一事業として捉え，ある一定の基準に基づきその事業から生じた所得（課税べ一ス）
を関係各国に配分するという定式配分方式の基礎的な概念は将来的には重要となるであろう。
おわりに
　これまで移転価格問題を処理する上で独立会計は重要な役割を果たしてきた。しかし，近年のよ
うに，経済社会の複雑多様化，企業活動の国際化，企業のグルーLプ化が進展する中では，独立会計
が十分に機能しないケースが生じている。また，この状況は将来的にはさらに進展すると予想され
るので独立会計の利用可能性が低下する危険性は否定できない。
　こうした状況を勘案すると，将来的には定式配賦方式は重要な役割を果たすと期待できる。現在
はアメリカ合衆国における州政府だけでその適用が認められている。この場合，その適用範囲はア
メリカ国内に限定されており国際的な適用は認められていない。しかし近年，その適用範囲をEU
域内に限定して定式配賦方式の導入が検討されている。もし仮に，EU加盟国が定式配賦方式の有
用性を認め，その導入が実現されたならば，日本やアメリカ合衆国の移転価格税制にその影響が及
ぶことは必至である。当然のこと，EU加盟国，日本，アメリカ合衆国間での課税ベースの配分に
も影響するはずである。
　将来的な視座にたつとこの論議は無駄なことではない．今後さらに処理が複雑化すると予想され
る移転価格問題を今現在と同様の方法で処理できるかは明確ではない。そのため，何か新たな方法
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を検討するのは重要なことである。とは言え，定式配賦方式の即座の導入を提言するわけではな
い。重要なことは時勢に即応した方法で移転価格問題を処理することである。その時々の状況にあ
った「最適」な方法が発見された時，移転価格問題は「最適」に解決され，課税ベースは国家間に
「最適」に配分されるはずである。
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